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規    則 

 

那覇市建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則（建築指導課） 

那覇市規則第１号  

平成30年２月23日  

公   布   済  

 

 

那覇市建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則をここに公布する。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  
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那覇市あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律施

行細則の一部を改正する規則（生活衛生課） 

那覇市規則第２号  

平成30年２月23日  

公   布   済  

 

 

那覇市あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律施行細則の一

部を改正する規則をここに公布する。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  
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那覇市歯科技工士法施行細則の一部を改正する規則（生活衛生課） 

那覇市規則第３号  

平成30年２月23日  

公   布   済  

 

 

那覇市歯科技工士法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  
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那覇市柔道整復師法施行細則の一部を改正する規則（生活衛生課） 

那覇市規則第４号  

平成30年２月23日  

公   布   済  

 

 

那覇市柔道整復師法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

 

                        那覇市長 城 間 幹 子  
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告    示 

建築基準法第 42 条第２項の規定による道路の廃止について（建築指

導課） 

那覇市告示第 419 号  

平成 30 年２月 21 日  

掲 示 済  

 

 

建築基準法第 42条第２項の規定による道路の廃止について 

 

 

建築基準法（昭和 25年法律第 201号）第 42条第２項の規定による道路を次のと

おり廃止したので、公告する。 

 その関係図書は、那覇市都市計画部建築指導課に備え縦覧に供する。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  

 

 

１ 廃止番号：第 ９ 号 

 

２ 廃止道路の種類：第 42条第２項の規定による道路 

 

３ 廃止の年月日：平成 30年２月 21日 

 

４ 廃止道路の位置：那覇市繁多川二丁目 435-２、-10、-11、-12、-13 

 

５ 廃止道路の延長及び幅員：延長 65.73ｍ  幅員 2.95～3.79ｍ 
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身体障害者手帳交付に係る医師の指定について（障がい福祉課） 

那覇市告示第 468 号  

平成 30 年３月 15 日  

 

身体障害者手帳交付に係る医師の指定について 

 

 

身体障害者福祉法（昭和 24年法律第 283号）第 15条第１項の規定に基づき平成

30年２月 27日付け次のように指定した。 

 

那覇市長 城 間 幹 子  

 

 

 医師氏名 診療科目 医療機関名 

１ 城本 高志 神経内科 大浜第一病院 

２ 橋爪 史子 内科 ゆずりは訪問診療所 

 

指定自立支援医療機関（育成医療・更生医療）の指定について（障が

い福祉課） 

那覇市告示第 469 号  

平成 30 年３月 15 日  

 

 

指定自立支援医療機関（育成医療・更生医療）の指定について 

 

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17年法律第

123号）第59条第１項の規定に基づき平成 30年３月１日付け次のように指定した。 

 

那覇市長 城 間 幹 子  

 

 

医療機関 

名称及び所在地 
開設者名称 自立支援医療の種類 

イオン薬局 那覇店 

 

那覇市金城５－10－２  

イオン那覇店１Ｆ 

イオン琉球株式会社 

代表取締役社長 佐方 圭二 
育成医療・更生医療 
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく医

療機関の指定について（保護管理課） 

那覇市告示第 470 号  

平成 30 年３月 15 日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく医療機関

の指定について 

 

 

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第 30号）に基づく医療機関について、生活保護法第 49条及び中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律第 14条第４項の規定による指定医療機関として、次のとおり

指定した。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  

 

 

名  称 開 設 者 
指定年月日 

所 在 地 

当山美容形成外科 医療法人 形成会 

平成 30年１月９日 

那覇市久茂地三丁目７番１号 

那覇センター薬局 株式会社 那覇調剤センター 

平成 30年１月１日 

那覇市久茂地三丁目 13番８号 レジデンス森山ビル１階 

新泉堂薬局 旭町店 吉田 安樹 

平成 30年１月１日 

那覇市旭町 112番地１ 金秀ビル西館１階 
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく医

療機関の廃止について（保護管理課） 

那覇市告示第 471 号  

平成 30 年３月 15 日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく医療機関

の廃止について 

 

 

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第 30号）に基づく医療機関について、生活保護法第 50条の２及び中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律第 14条第４項の規定による指定医療機関より、次のとお

り廃止の届出があった。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  

 

 

名   称 開設者 
廃止年月日 

所 在 地 

那覇センター薬局 株式会社那 覇調剤センター 
平成 30年１月１日 

那覇市久茂地三丁目 13番１号 

新泉堂薬局 旭町店 吉田 和子 
平成 30年１月１日 

那覇市旭町 112番地１ 金秀ビル西館１階 

くがに薬局 おもろまち店 嘉手川 育子 
平成 30年１月 31日 

那覇市安謝一丁目 10番 30号 スカイエスト１階 

当山美容形成外科 医療法人 形成会 
平成 30年１月８日 

那覇市久茂地二丁目 11番 18号 

石原耳鼻咽喉科医院 石原 文隆 
平成 30年１月 31日 

那覇市久茂地三丁目 17番 16号 
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大原病院 銘苅 朝規 
平成 30年１月 31日 

那覇市寄宮三丁目 12番 12号 

 

 

 

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく医

療機関の辞退について（保護管理課） 

那覇市告示第 472 号  

平成 30 年３月 15 日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく医療機関

の辞退について 

 

 

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第 30号）に基づく医療機関について、生活保護法第 51条第１項及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律第 14条第４項の規定による指定医療機関より、次のと

おり辞退の届出があった。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  

 

 

名   称 開設者 
辞退年月日 

所 在 地 

にじいろ歯科クリニック 寺田 健 

平成 30年２月１日 

那覇市田原１丁目４番地３号 ハイツオナガ１階 
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく介

護機関の廃止について（保護管理課） 

那覇市告示第 473 号  

平成 30 年３月 15 日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく介護機関

の廃止について 

 

 

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第 30号）に基づく介護機関について、生活保護法第 54条の２第４項に

おいて準用する第 50 条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第 14 条第４項の

規定による指定介護機関より、次のとおり廃止の届出があった。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

名   称 

（廃止する事業の種類） 
廃止年月日 

所 在 地 

小規模多機能型施設 城岳 

（小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型

居宅介護） 平成 30年２月 28日 

那覇市楚辺二丁目２番 32号 

大原病院 

（訪問看護） 
平成 30年１月 31日 

那覇市寄宮三丁目 12番 12号 
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく介

護機関の休止について（保護管理課） 

那覇市告示第 474 号  

平成 30 年３月 15 日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく介護機関

の休止について 

 

 

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第 30号）に基づく介護機関について、生活保護法第 54条の２第４項に

おいて準用する第 50 条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第 14 条第４項の

規定による指定介護機関より、次のとおり休止の届出があった。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  

 

 

名   称 

（休止する事業の種類） 休止年月日 

所 在 地 

指定居宅介護事業所 いやしの郷おおうら 

（居宅介護支援） 
平成 30年２月１日 

那覇市高良三丁目５番 22号 
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく施

術機関の指定について（保護管理課） 

那覇市告示第 475 号  

平成 30 年３月 15 日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく施術機関

の指定について 

 

 

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第 30号）に基づく施術機関について、生活保護法第 55条第１項及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律第 14条第４項の規定による指定施術機関として、次の

とおり指定した。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  

 

 

施 術 者 施術の種類 指定年月日 

施術所名称 施術所所在地 

當山 貴也 はり・きゅう 平成 30年１月 19日 

ガンジュウ社 那覇市古波蔵一丁目 20番 32号 
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく施

術機関の廃止について（保護管理課） 

那覇市告示第 476 号  

平成 30 年３月 15 日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく施術機関

の廃止について 

 

 

生活保護法（昭和 25年法律第 144号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第 30号）に基づく施術機関について、生活保護法第 55条第２項におい

て準用する第 50条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第 14条第４項の規定

による指定施術機関より、次のとおり廃止の届出があった。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  

 

 

施 術 者 

施 術 所 名 称 

廃止年月日 

施 術 所 所 在 地 

糸数 昌治 

おなが小禄整骨院 

平成 29年 12月 20日 

那覇市字小禄 414番地５ １階 
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公    告 

 

開発行為に関する工事の完了について（建築指導課） 

那覇市公告第 586 号  

平成 30 年２月 28 日  

掲 示 済  

 

 

開発行為に関する工事の完了について 

 

 

都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第 36条第２項の規定により、次の開発行

為に関する工事が完了したので、検査済証を交付した。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  

 

 

１ 開発許可年月日、番号及び指令番号 

平成 30年１月 12日 第 H29－06－01号 那覇市指令都建第 3039号 

 

２ 開発区域に含まれる地域の名称  

那覇市字国場前原 333番１、325番１ 

 

３ 公共施設 

なし 

 

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

沖縄県那覇市港町３丁目４番 18号 

株式会社 沖縄ファミリーマート 

代表取締役社長 野﨑 真人 

 

５ 検査済証番号 

平成 30年２月 15日 那都建第 421号 

 

６ 工事完了年月日 

平成 30年２月６日 
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（仮）ベア―ズタウン首里金城町Ⅱ区域建築協定の認可及び縦覧につ

いて（建築指導課） 

那覇市公告第 614 号  

平成 30 年３月５日  

掲 示 済  

 

 

（仮）ベア―ズタウン首里金城町Ⅱ区域建築協定の認可及び縦覧について 

 

 

建築基準法第 76 条の３第２項の規定により下記の建築協定を認可したので、同

条第４項の規定により準用する建築基準法第 73条第２項の規定により公告する。 

また、同条第３項の規定によりその建築協定書を一般の縦覧に供する。 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子  

 

 

１ 認可番号 

第１号 

 

２ 認可年月日 

平成 30年３月５日 

 

３ 建築協定の名称 

（仮）ベア―ズタウン首里金城町Ⅱ区域建築協定 

 

４ 建築協定の地名地番 

那覇市首里金城町２丁目 60番２、61番３、61番５、61番６ 

那覇市首里寒川町１丁目 78番 24、78番 13 

 

５ 縦覧場所 

那覇市 都市計画部 建築指導課 

那覇市泉崎１－１－１ 那覇市役所９階 
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制限付一般競争入札（事後審査型）の実施について（環境衛生課） 

那覇市公告第 619 号  

平成 30 年３月８日  

掲 示 済  

 

 

制限付一般競争入札（事後審査型）の実施について 

 

 

地方自治法第 234条第１項の規定に基づき、制限付一般競争入札を実施するので、

地方自治法施行令第 167条の６及び那覇市契約規則第４条第１項の規定により、次

のとおり公告する。 

 

那覇市長 城 間 幹 子  

 

１ 入札に付する事項 

 （１）業 務 名 (平成 30～34年度)ハブ･衛生害虫等対策業務委託 

（２）業務内容 ①ハブ対策に関する業務 

②そ族･衛生害虫対策に関する業務 

③感染症の予防及び蔓延防止のための消毒業務 

※ 業務の詳細は、「ハブ･衛生害虫等対策業務委託仕様書」（以

下「仕様書」という。）のとおりとする。 

（３）実施場所 那覇市内一円 

（４）委託期間 平成 30年４月１日から平成 35年３月 31日まで（５年間） 

 

２ 入札参加資格要件 

入札参加希望者は、入札公告日から開札日までの間、次に掲げる事項をすべて

満たす者であること。 

① 沖縄県内に本店又は支店若しくは営業所がある法人であること。 

② 一般競争入札に係る契約を締結する能力のない者及び破産手続の決定を受

けて復権を得ない者でないこと。 

③ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）

第 32条第１項各号に掲げる者でないこと。 

④ 地方自治法施行令第 167 条の４第２項各号のいずれかに該当すると認めら

れる者で、その事実があった後３年を経過しない者又はその者を代理人、支

配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者でないこと。 

⑤ 那覇市における公共工事、物品の売買その他の請負契約に係る指名停止の

措置を受けていない者であること。 

⑥ 租税公課に滞納がないなど、経営状態が著しく不健全でないこと。 

⑦ 過去３年間に、ハブ対策、そ族･衛生害虫対策及び感染症の予防及び蔓延防

止のための消毒業務（以下「委託業務」という。）について、官公署との間

に契約実績があり、その契約を誠実かつ適正に履行した者であること。 

⑧ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律第 12条の２第１項第７号 
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の規定に基づく建築物ねずみ昆虫等防除業の登録を受けている者であるこ

と。 

⑨ 委託業務に従事させる業務員は、常駐で４名以上配置することができる者

であること。ただし、正規社員は、３名以上配置し、そのうち少なくとも１

名は、建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則（以下「規則」

という。）第 29条第３号（イ）又は（ロ）に該当する者であり、その他の者

のうち少なくとも１名は、規則第 29 条第４号に規定する研修を修了した者

を配置できる者であること。また、危険生物（ハブ・ハチ等）の防除等に関

する研修を修了した者を配置できる者であること。 

⑩ 仕様書に定める業務内容を確実に遂行できる者であること。 

 

３ 入札説明会及び現場説明 

（１）日  時  平成 30年３月 15日（木）午後２時から午後３時 30分まで 

（２）場  所  南風原町字新川 641番地（エコマール那覇プラザ棟４階） 

那覇市環境部環境衛生課・会議室 

（３）留意事項  ※本入札は、入札参加資格の審査を入札執行後に行う事後審査 

型とする。 

※入札説明会及び現場説明に参加しない者は、入札に参加でき

ない。 

※入札日までに一般競争入札参加資格審査申請書(様式１)を

提出しない者は、入札に参加できない。 

※当日は入札に関する説明のほか、業務作業を行なう場所、貸

与する資器材等に関する現場説明も実施する。 

※本件入札に係る契約書(案)及び入札書等は、入札説明会で配

付する。 

※入札説明会及び現場説明に参加する者の数は２名までとす

る。 

 

４ 入札・開札の日時及び場所 

（１）日   時 平成 30年３月 20日（火）午後２時（※時間厳守のこと） 

（２）場   所 南風原町字新川 641番地（エコマール那覇プラザ棟４階） 

那覇市環境部環境衛生課・会議室 

（３）入札保証金  那覇市契約規則第８条第１項第２号に基づき免除する。 

（４）入札に関する注意事項 

 ① 入札参加者は、所定の入札書に必要事項を記入し、記名押印すること。

印鑑は印鑑登録届出印を使用すること。 

② 入札金額は、５年間分の金額で消費税を含まない金額を記載すること。

また、金額の記入は算用数字を使用し、金額の前に「￥」を記入すること。 

③ 代理人が入札を行なう場合は、入札前に委任状を入札執行者に提出する

こと。委任状のない入札は、無効とする。また、委任状には、印鑑登録届

出印と代理人の印を押印し、入札書には、委任状に押印した代理人の印と

同一の印を使用すること。 

④ 電話又は郵便による入札は認めない。 
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⑤ 入札に際しては、地方自治法、同法施行令及び那覇市契約規則を遵守す

ること。 

⑥ 提出した入札書は書換え、引換え又は撤回をすることができない。 

⑦ 入札開始時刻に遅刻した者及び入札に参加しなかった者は、失格とする。 

⑧ 入札参加者が１社の場合であっても、入札は有効とする。 

⑨ 開札は、入札の終了後直ちに入札参加者及び代理人の面前で行う。 

⑩ 開札の結果、落札に至らない場合は直ちに再度入札を行なう。ただし、

入札の回数は３回までとする。 

（５）入札の無効 

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

① 入札に参加する資格のない者がした入札 

② 同一事項について、２通以上の入札書が提出された入札 

③ 入札者が他の者の代理を兼ね、又は代理人が２人以上の者の代理をして

なした入札 

④ 連合その他不正行為によってなされたと認められる入札 

⑤ 入札金額を訂正した入札 

⑥ 入札書に記名押印のない、又は重要な記載事項について判読できない 

入札 

⑦ その他入札に関する条件に違反した入札 

（６) 落札者の決定 

① 予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札した者（以下これらを「落

札候補者」という。）から順次順位を付する。この場合において、落札者の

決定については保留とし、入札参加資格審査後に落札者を決定する。 

② 同額の落札候補者が２人以上いる場合は、直ちに当該入札者に、くじを

引かせ、順位を決定するものとする。この場合、くじを引かない者がある

ときは、これに代えて、本件入札に関係のない職員にくじを引かせるもの

とする。  

（７) 入札の中止等 

不正な入札が行なわれるおそれがあると認められるとき又は災害その他

やむを得ない理由があるときは、入札を中止し又は延期する。 

（８） 落札決定の取消し 

落札決定後において、落札者が無効の入札を行なっていたことが判明した

場合は、落札決定を取消す。 

 

５ 入札参加資格審査（※落札候補者のみ提出） 

落札候補者は、指定された期日までに次に掲げる「資格審査書類」を全て那覇

市環境衛生課まで持参のうえ提出すること。 

（１） 資格審査書類 

① 履歴事項全部証明書(登記簿謄本) の写し 

（提出日より３か月以内に発行されたもの） 

② 印鑑証明書の原本（提出日より３か月以内に発行されたもの） 

③ 受託実績表（様式２） 

④ 建築物ねずみ昆虫等防除業登録証明書の写し 
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⑤ 本委託業務に従事させる業務員予定候補者名簿（様式３）及び修了証書の

写し 

⑥ 暴力団等に関する誓約書(様式４) 

⑦ 決算書等の写し（財務諸表「直近１年分の貸借対照表、損益計算書」） 

⑧ 完納証明書の写し（提出日より３か月以内に発行されたもの） 

下表に該当する税目の「完納証明書」を提出すること。 

区 分 税 目 
証明書 

発行者 

提出する

年 度 

国 税 
法人税 所轄税務署 

(税務署様式その３の３) 
－ 

消費税及び地方消費税 

都道府県税 全て 都道府県税事務所 
直 近 

１年分 

市町村税 全て 本店所在地 
直 近 

１年分 

※市町村税については、本店所在地に係るものに限る。 

（２） 受付時間  平日の９時から 17時まで受付。（※但し、12時から 13時の

間を除く。） 

（３） 提 出 先  南風原町字新川 641番地（エコマール那覇プラザ棟４階） 

那覇市環境部環境衛生課 

※郵送による提出は認めない。 

 

６ 入札参加資格審査の結果 

（１） 落札候補者が入札参加資格要件を満たしているか否かの審査を行い、審

査の結果、落札候補者が当該要件を満たしていない場合は、次順位者から

順次審査し、適格者が確認できるまで行うものとする。 

（２） 入札参加資格審査の結果、落札候補者が入札参加資格要件を満たしてい

る適格者と認定した場合は、「落札者決定通知書(様式５)」により、落札者

として決定する。 

（３） 落札候補者が入札参加資格要件を満たしてない不適格者と認定された場

合は、「入札参加資格要件不適格通知書(様式６)」により通知する。 

  

７ 契約保証金 

  那覇市契約規則第 30条第９号に基づき免除する。 

 

８ その他 

（１）入札参加者は、法令を順守すること。 

（２）入札参加資格審査のため提出された資格審査書類等は返還しない。 

（３）資格審査書類等に虚偽の記載が判明した場合は、契約を解除する。 

 

９ お問合せ先 

南風原町字新川 641番地（エコマール那覇プラザ棟４階） 

那覇市環境部環境衛生課 （担当：屋比久、真栄城） 

ＴＥＬ：(098)-951-1530 
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上下水道局告示 

 

那覇市排水設備指定工事店の新規指定について 

那覇市上下水道局告示第 31 号  

平 成 3 0 年 ３ 月 １ 日  

掲 示 済  

 

 

那覇市排水設備指定工事店の新規指定について 

 

 

那覇市排水設備指定工事店規程第 10 条の規定に基づき、次のとおり新規指定が

あったので告示する。 

 

 

那覇市上下水道事業管理者  

上下水道局長  兼次  俊正  

 

 

新 規 指 定 

 

 

指定（登録）番号  第 499 号 

     指定工事店名    株式会社水渉工業 

     営業所所在地    沖縄県南城市大里字古堅 461番地１  

代表者氏名     大城 渉 

有効期間      自 平成30年１月29日 

               至 平成34年３月31日 

 

指定（登録）番号  第 500 号 

     指定工事店名    克伸工業 

     営業所所在地    沖縄県島尻郡与那原町字与那原 2582番地の３  

代表者氏名     儀間 克也 

有効期間      自 平成30年２月２日 

               至 平成34年３月31日 

 

指定（登録）番号  第 501 号 

     指定工事店名    株式会社剛設備社 

     営業所所在地    沖縄県糸満市西川町 13番 16号１Ｆ  

代表者名      名嘉真 剛志 

有効期間      自 平成30年２月５日 

               至 平成34年３月31日 
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指定（登録）番号  第 502 号 

     指定工事店名    有限会社伊敷興業 

     営業所所在地    沖縄県糸満市字小波蔵 114番地の１  

代表者名      伊敷 美智代 

有効期間      自 平成 30年２月 13日 

               至 平成 34年３月 31日 

 

 

 

那覇市排水設備指定工事店の異動について 

那覇市上下水道局告示第 32 号  

平 成 3 0 年 ３ 月 １ 日  

掲 示 済  

 

 

那覇市排水設備指定工事店の異動について 

 

 

那覇市排水設備指定工事店規程第 10 条の規定に基づき、次のとおり異動がある

ので告示する。 

 

 

那覇市上下水道事業管理者  

上下水道局長  兼次  俊正  

 

 

指定（登録）番号  第 260 号 

指定工事店名    株式会社みらい設備工業 

営業所所在地    沖縄県島尻郡南風原町字兼城306番地15 

代表者氏名     下地 重信 

有効期間      自 平成27年４月１日 

                至 平成32年３月31日 

異動年月日     平成30年２月９日 

異動事由      商号変更 

 

指定（登録）番号  第 483 号 

指定工事店名    株式会社タイカ工業 

営業所所在地    沖縄県南城市佐敷字佐敷354番地 

代表者氏名     國頭 あゆみ 

有効期間      自 平成28年１月22日 

                至 平成32年３月31日 

異動年月日     平成30年２月８日 

異動事由      商号、代表者、営業所所在地変更 
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教育委員会規則 

 

那覇市学校給食センター管理規則の一部を改正する規則 

那覇市教育委員会規則第２号  

平 成 3 0 年 ２ 月 2 8 日  

公 布 済  

 

 

 那覇市学校給食センター管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

 

那 覇 市 教 育 委 員 会 

委員長  本 仲 範 男  
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正    誤 

 

那覇市公報第 1704 号の正誤 

○那覇市公報第 1704号の正誤 

 2017（平成 29）年 11月 15日付け那覇市公報第 1704号に登載された那覇市告示

第 303号について、次のとおり訂正する。 

 

ページ 訂正箇所 
訂 正 内 容 

訂 正 前 訂 正 後 

1125 上から 10行目 土壌汚染対策法施行規則

（平成 14 年環境省令第

29 号）第 31 条第２項の

基準に 

土壌汚染対策法施行規則

（平成 14 年環境省令第

29 号）第 31 条第１項の

基準に 

 

 

 

 

那覇市公報第 1705 号の正誤 

○那覇市公報第 1705号の正誤 

 2017（平成 29）年 12 月１日付け那覇市公報第 1705 号に登載された那覇市告示  

第 327号について、次のとおり訂正する。 

 

ページ 訂正箇所 
訂 正 内 容 

訂 正 前 訂 正 後 

1172 上から 11行目 土壌汚染対策法施行規則

（平成 14 年環境省令第

29 号）第 31 条第２項の

基準に 

土壌汚染対策法施行規則

（平成 14 年環境省令第

29 号）第 31 条第１項の

基準に 

 


